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監 査 公 表

静岡市監査公表第２号

地方自治法第252条の38第６項の規定により、監査結果に基づき措置を講じた旨の通知があったので、これを公表する。

平成16年５月31日

静岡市監査委員 亀 山 博 史
同 大 畑 武 重
同 城 内 里
同 小 野 勇

記

指 摘 事 項 等
平成16年３月25日（包括外部監査）

措 置 の 状 況
平成16年４月30日 報告

１ 現金及び預金の管理
ア．旧静岡市
（ア）担当者レベルでの日常的な現金実査の必要性

手許現金の現物確認については、市の監査委
員事務局による年２回の実査を受けているが、
現場担当者レベルでは、実施すべき出納簿への
記帳と月末の実査が徹底されておらず、日常的
な管理体制が十分にできているとはいえない。
金額が小さく残高は一定であるが、現金は最も
不正・事故の発生しやすい性格を持つ勘定科目
の１つであるから、金額の多寡を問わず、現物
の管理体制を徹底することが不可欠である。

２ 収入・債権管理
ア．仮領収書の管理について（旧清水市）
旧清水市においては、職員が臨戸する際に仮領
収書を持ち出して回収業務にあたっている。仮領
収書は連番で管理されてはおらず、誰がどれだけ
仮領収書を持ち出したかがわからない。仮領収書
の連番管理については、規定では特に明記されて
いないが、責任の所在を明確にするなど債権管理
上極めて重要であるため、連番管理を徹底するこ
とが必要である。

［下水道部 下水道維持課］
静岡市水道事業及び下水道事業会計規程第37
条第３項の規定による「つり銭資金整理簿」によ
り管理します。また、つり銭資金は、統括主幹が
一括管理し、月末に課長が残高を確認し、押印し
ます。

［水道部 営業課］
静岡市水道事業及び下水道事業会計規程第29
条の規定による現金及び預金の照合について、
「現金出納簿」並びに「預金出納簿」の様式に基
づき受払い時に担当者より課長までの決裁を受
け、その都度、課長が現金残高及び預金通帳残高
を確認し、押印します。

［水道部 営業課］
水道及び下水道使用料徴収時の仮領収書並び
に納付（納入）受託証書原符は連番管理とし、収
入確認と合わせ、統括主幹が管理します。
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上極めて重要であるため、連番管理を徹底するこ
とが必要である。

３ 有形固定資産の管理
ア．固定資産台帳等
（ア）固定資産異動報告書未作成
旧清水市において、固定資産異動報告書が作成
されていなかったものがある。

（イ）固定資産の耐用年数に誤りが見受けられた。
旧静岡市及び旧清水市ともに、耐用年数を地方
公営企業法施行規則別表第二号に基づいて決め
ている。固定資産台帳等を閲覧した結果、資産の
耐用年数に誤りがみられた。

（ウ）取替法の計算誤り
旧清水市においては取替法について、「量水器
は、取替資産とし、その減価償却は取替法により
行い、固定資産の異動報告は行わないものとする
（旧清水市企業局会計規程第141条）。取替法に
ついては、資産の100分の50に達するまで定額
法により減価償却を行うものとする（旧清水市企
業局会計規程第138条）。」と規定している。この
場合取替とは、取替資産が通常使用に耐えなくな
ったため取替る場合をいい、規模の拡大や増強の
ための取替え（新設）、又は災害その他の事由に
より滅失したものを復旧する取替は該当しない。
しかしながら、新規に取得した量水器についても
固定資産に計上し減価償却をすることなくすべ
て修繕費として発生年度の費用としている。

イ．現物管理
（ア）現物が存在しないもの
固定資産台帳等には記載されているが、現物が
ないものがある。

（イ）簿外資産
現物が存在するが、固定資産台帳等に記載され
ていないものがある。

（ウ）固定資産の現物にＩＤ番号がないもの
備品票の記入漏れがあった。備品票の記入を徹
底する必要がある。

（エ）固定資産の現物照合について

［下水道部 下水道総務課］
新市の規定により、部内各課から下水道総務課
に固定資産異動通知書を提出させました。

［下水道部 下水道総務課］
誤りのあった固定資産台帳の耐用年数を修正
しました。なお、指摘対象物件は平成15年度新
たに償却が始まるものや償却期間が終わり残存
価格のみのもので、平成14年度決算数値におい
ては影響ありません。

［下水道部 下水道総務課］
平成15年度から固定資産として計上するよう
改めました。

［下水道部 下水道施設課］
除却もれのため、平成15年度決算において除
却処理します。

［下水道部 下水道施設課］
指摘されたこれらは、固定資産台帳登載対象外
の物品で、簿外物品台帳への記載もれでありまし
たので、直ちに簿外物品台帳に記載しました。

［下水道部 下水道施設課］
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年度末又は、1年に1度実施される固定資産の
現物照合に関する書類を閲覧したところ、実施
者、実施方法等の明確な記載がなされていなかっ
た。

ウ．固定資産の売却及び廃棄
（ア）決裁書における廃棄理由の記載
旧清水市の平成14年度の固定資産の廃棄に関
する決裁書においては、廃棄理由の記載されてい
ないものが幾つか見受けられた。

（イ）売却の会計処理の誤り
旧清水市の土地売却の会計処理において、土地
の売却代金を固定資産の簿価から減額している
が、売却資産の帳簿価額は売却固定資産の売却時
点における帳簿価額をいい、本来は、売却した土
地の簿価の金額を土地の簿価から減額して、売却
額と簿価との差額を土地売却損益として計上す
ることになるので、固定資産売却益が計上漏れと
なり、土地の残高も同額過少計上されていること
になる。

４ 無形固定資産の管理
ア．施設利用権（旧清水市）
静清流域事業促進協議会負担金1,414千円は、
支出の効果が将来にわたって発現するものでは
ないので、資産性はなく支出時に全額費用処理す
べきものであったと考える。

イ．電話加入権（旧清水市）
（ア）現物確認の実施
現物確認を行い実在性について確かめること
が必要である。
（イ）管理簿の作成性
管理簿を作成し、増減及び残高の管理をすべき
である。

ウ．その他の無形固定資産（旧静岡市）
（ア）貸借対照表計上金額の修正（減価償却不足
額の算定）
ソフトウェアが平成3年度に取得していたにも
かかわらず10年間減価償却を行ってこなかった。
法人税法の減価償却資産の耐用年数等に関する
省令の規定により5年を採用したとすると、平成
14年度末には本来なら償却済みであり、残高は存
在しない。

５ たな卸資産及びたな卸資産以外の物品の管
理

貼付もれのあった備品９点にすべて備品票を
貼付しました。

［下水道部 下水道総務課］
現物照合に関する書類に実施者の職、氏名の記
載、押印を行うようにしました。

［下水道部 下水道総務課］
廃棄理由を記載していない決裁書については
廃棄理由を記載するよう修正しました。

［下水道部 下水道総務課］
平成15年度決算において振替処理することに
より修正します。

［下水道部 下水道総務課］
平成15年度決算において除却処理します。

［下水道部 下水道総務課］
現物確認を行い実在性を確認しました。

固定資産台帳の記載を確実に行い、それにより
増減及び残高を管理します。

［下水道部 下水道総務課］
平成15年度決算において除却処理します。
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理
ア．物品の管理状況
現地における現物の保管状況を確認したとこ
ろ、帳簿数量と現物数量が不一致のものがあり、
また、他者の物や残材と混在している等良好な保
管状態ではないと思われるものがあったので、こ
れらについては改善の必要がある。

６ 企業債
ア．未払企業債利息
損益に及ぼす影響額につき「重要性がない」と
しても重要性がないことを立証できる資料の作
成と保存が必要であると考える。
また、旧静岡市においては1ヶ月以上の未払費
用対応期間がある企業債利息しかなされておら
ず、その計上根拠の妥当性は中途半端なものとな
らざるをえないと思われる。さらに、旧清水市と
は計上根拠が異なっており、新市となった平成15
年度の処理に充分留意する必要がある。

７ その他の財政状態に関する事項の検討
ア．預り金
旧清水市においては預り金の管理簿がないの
で、作成し適切な管理を実施する必要がある。

イ．資本項目の管理について
旧静岡市、旧清水市ともに、企業債を除いて貸
借対照表の資本の部に属する勘定科目の残高内
容が直ちに掴める管理体制になっていない。会計
規程で明細書の作成が要求されている勘定科目
は企業債のみであり、他の資本項目については何
ら求められていないためであると思われるが、記
録管理することが必要と考える。

８ 一般会計の経費負担
ア．雨水・汚水経費区分基準（旧清水市）
雨水・汚水経費区分基準として平成12年度
から平成14年度まで、平成10年度実績を基準
としていた。これは平成12年度に区分基準の
見直しをした際の最新実績数値である平成 10
年度数値をその後の年度においても継続して
使用していたとの回答を得たが、維持管理費・
資本費・建設費、その他経費のそれぞれに対す
る雨水汚水比率は年度で実態に応じ変動して
算定されることが本来的であり、直前年度実績
数値が好ましい。

イ．繰出額の決定

［下水道部 下水道施設課］
帳簿と現物を照合し不一致のものについては
帳簿を修正しました。また、残材の混在を解消す
るなど物品の保管場所を整理しました。

［下水道部 下水道総務課］
損益に及ぼす影響に重要性がないことを立証
できる資料を作成し、旧清水市方式で平成15年
度決算において実施します。

［下水道部 下水道総務課］
新市の規定により適正に管理するよう管理簿
を作成し改めました。

［下水道部 下水道総務課］
過去の企業会計移行時の自己資本金等につい
ては、不明確なものが多いが、今後につきまして
は、科目ごとに整理して管理します。

［下水道部 下水道総務課］
雨水汚水比率の算定にあたっては、財政計画策
定時における直近年度の決算数値を使用して算
出します。
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一般会計の歳入歳出予算は最終補正時（2月）
に確定させる方式を旧清水市は採用し、旧静岡
市のような出納閉鎖期間での最終精算方式の
採用は行っていない。したがって繰出額も厳密
には実際数値に基づいていない最終補正時（2
月）で決定してしまうこととなる。最終補正予
算額と実際額との差額が少額であれば大きな
問題はないが、旧静岡市の方式の方が妥当と思
われる。

９ 使用料と処理原価
ア．経費回収（旧清水市）
旧清水市の経費回収率は旧静岡市に比較し
て低い数値となっている。また、10 年間大幅
な経費回収率の向上はなされていない。

イ．料金改定の根拠
（ア）旧静岡市
料金改定にあたっての検討資料として、詳細
なものが作成されているものも多かったが改
定理由に示されている「事務改善、事業効率化
を進める」の具体的内容や「下水道収入の伸び
悩み傾向」に関する具体的な原因が記載されて
いないことは説明資料不足と思われる。
（イ）旧清水市
財政計画に関しては収益的予算（3条予算）のみ
で資本的予算（4条予算）に関する資料が存在し
ない。

10 工事請負契約に関する管理
ア．契約変更
旧清水市の工事契約の変更について、変更の理
由が当初の契約を締結する時点で予測可能では
ないかと疑義がもたれるものが見受けられた。

［下水道部 下水道総務課］
平成15年度より、新市の規定（旧静岡方式）
に基づき、最終精算方式により実施します。

［下水道部 下水道総務課］
今後の改定作業の中で回収率を上げるよう検
討します。

［下水道部 下水道総務課］
新市の料金一元化を図る際には、それぞれ、必
要な資料を作成します。

［下水道部 下水道建設課］
今後、変更契約を行う場合は、客観的かつ合理
的な必要性が認められるかどうかについて今ま
で以上に充分検討を行います。


